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リサイクルにおける拡大生産者責任と汚染者負担の原則 

                                    饗庭靖之1 

 

第１ リサイクルにおける事業者の拡大生産者責任 

 １ 拡大生産者責任とは 

循環型社会形成推進基本法（以下「循環基本法」という）は、事業者の果たすべき役

割が循環型社会の形成を推進する上で重要であると認められるものについては、製品、

容器等が循環資源となったものの引取り、引渡しや循環的な利用を行う責務を有するこ

と（１１条３項、４項）を規定している。 

この事業者の責務規定は、「生産者が、商品の製造時や流通時だけでなく、使用済み商

品の処理・処分に関しても、費用面および実際の処理・処分活動の面で相当程度の責任

を負うべきだ」との「拡大生産者責任」（extended producer responsibility）の考え

方に基づく規定である。 

拡大生産者責任は、「廃棄後にリサイクルしやすく、あるいは処理・処分時に環境負荷

が低い商品の開発を進めることが図られるためには、商品の製造・販売者に商品が廃棄

物となった後の回収・リサイクルを担わせるのが効果的」との経済学的な考え方によっ

てドイツやＯＥＣＤ（先進国間の経済フォーラム）において提唱されたものである。 

「回収・リサイクルの担わせ方」としては、回収・リサイクルを自ら実施する責任を

負わせる方法と、回収・リサイクルを行うのにかかる費用を負担する責任を負う方法の、

２つのやり方が考えられるが、循環基本法の規定は、「適正に循環的な利用をする責務」

として規定しており、回収・リサイクルを自ら実施する責任を負う場合と回収・リサイ

クルを行うのにかかる費用を負担する責任を負う場合を含むと解されている。 

 

２ 容器包装リサイクル法における拡大生産者責任 

循環基本法自体は具体的な規制を行っておらず、各種リサイクル法が、製造者や販売

者の回収・リサイクルの実施の責任や費用支払責任を具体化している。その代表的なリ

サイクル法が、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装

リサイクル法）である。 

容器包装リサイクル法は、二段階で容器包装のリサイクルを行う。第一段階として、

市町村が容器包装の分別収集を行う。再商品化した物が需要者に引き取られなければ、

分別収集しても再商品化して利用されないことから、市町村は自己の判断で、再商品化

したときの利用される需要規模を判断しつつ、包装容器の分別収集計画を定め、分別収

集を行う。 

第二段階として、事業者が主体となって容器包装を不要物から市場価値のあるものに

引き上げる。飲料水等の商品を容器に充填して販売する業者（容器利用事業者）、飲料水
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等の容器メーカー（容器製造等事業者）、販売商品について一定の包装を使用する者（包

装利用事業者）は、再商品化につき数値目標達成の義務を負い、再商品化を実行する。

包装製造事業者については、包装の素材の選択可能性が小さくリサイクル費用の縮減は

困難として、再商品化義務を負わない。 

再商品化とは、「消費者が分別排出し、市町村が分別収集して保管施設に運んだ分別基

準適合物を、製品又は原材料として取引される状態にする行為」をいい、使用済みの容

器包装という不要物を、市場価値を持つものに引き上げるようにすることをいう。 

ＰＥＴボトルをペレット化、フレーク化して、化繊衣料の原材料等に利用されうるよ

うにしたり、ガラスびんを破砕して利用されうるようにすることが、製品の「原材料と

して利用」する者に有償又は無償で譲渡しうる状態にして再商品化する例である。 

また、リターナブルびんを飲料メーカーに運搬する場合や洗浄することが、製品とし

て「そのまま使用」する者に有償又は無償で譲渡しうる状態にして再商品化する例であ

る。 

再商品化の実施方法は、事業者が自ら行うか、または（財）日本容器包装リサイクル

協会に委託し、委託料金を支払って行う。 

なお、容器包装のうちのペットボトル等でも、流通条件が整ったものは市場価値を持

ち、直接事業者間で引き取られ、リサイクルされている。この場合は、容器包装リサイ

クル法でいう再商品化という廃棄物を有価物に引き上げるための費用投入を要さないの

で、容器包装リサイクル法の枠外でリサイクルされているものである。 

 

３ 拡大生産者責任という議論の問題 

拡大生産者責任の考え方は、汚染者負担の原則の延長線上で、環境保全の効果から最

も効果的な方法を示すために生み出された経済学的な考え方であるが、法制度として事

業者にリサイクルの費用を負担させることを正当化するための議論となっていない。 

拡大生産者責任は、「廃棄後にリサイクルしやすく、あるいは処理・処分時に環境負荷

が低い商品の開発を進めること」のために、「製造者や販売者に、消費後の段階における

製品の管理についての責任を課する」のが適当であるとの経済学上の議論を基礎にして

いる。 

しかし、事物の因果の流れの中で、結果の原因となるものはたくさんあるが、経済学

による政策議論は、一つの原因が結果の実現にどれだけ寄与したかという寄与度の割合

を計量的に計測できない欠陥を有する。 

このため、「製造者や販売者に、消費後の段階における製品の管理についての責任を課

する」という拡大生産者責任を製造者や販売者に課することにより、「廃棄後にリサイク

ルしやすく、あるいは処理・処分時に環境負荷が低い商品の開発が進む」という結果が、

実際にどれだけ実現されるのかを知ることができない。 

このため、拡大生産者責任を課しても、「廃棄後にリサイクルしやすく、あるいは処理・
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処分時に環境負荷が低い商品の開発を進めること」がほとんど生じないという可能性が

排除されないため、この議論のみで事業者にリサイクルの費用負担を課することを正当

化することは難しい。 

 

第２ 公平の見地からリサイクルにおける事業者責任が検討されていないこと 

１ 公平の見地からも、拡大生産者責任を正当化する説明の必要性 

拡大生産者責任の考え方は、公平の見地から誰がリサイクルを行う負担を負うべきか

との検討がなされているものではないという問題があり、公平の見地から、拡大生産者

責任を正当化する説明が必要と考えられる。 

 民法上は、商品の製造・販売者は、売買契約上の義務を履行すれば、契約による債務

は消滅し、売買契約により、商品の所有権は消費者に移転し、商品の製造・販売者は所

有権を喪失している。 

 商品の製造・販売者は、商品の買手のニーズ・必要に応えるために商品の製造・販売

を行っているのであり、そのニーズ・必要を充たすために商品を購入した消費者が、商

品の利用を止めて廃棄しようとするとき、消費者ではなく、商品を製造ないし販売した

者がリサイクルを行う責任がある根拠の説明が必要なのに、拡大生産者責任は、十分な

説明をしていない。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）は、産業廃棄物につい

ては、他の者への所有権移転を認めず、排出した廃棄物の所有者である排出者が所有し

たまま、廃棄物処理責任を負うこととしており、一般廃棄物については、所有者に代わ

って市町村が収集、運搬、処分を行うこととしている。したがって商品の所有権を失っ

た事業者が、消費者の所有物について、廃棄物処理の一つである再生利用の責任を負う

ことは、廃掃法の体系から出てくるものではない。 

 

２ 容器包装リサイクル法を巡る訴訟 

スーパーマーケットのライフは、容器包装リサイクル法上の容器利用事業者として再

商品化義務を履行するため、財団法人日本容器包装リサイクル協会との間で再商品化に

関する契約を締結して委託料を支払ってきたが、２００５年訴訟を提起し、容器包装リ

サイクル法 11 条 2 項２号ロが特定容器利用事業者に同製造等事業者よりも過重な責任

を課するのは、憲法 14条 1 項、29 条 1項、同３項に違反し、国会の本件規定に係る立

法行為は違法であり、国が不適正な業務執行をしている協会を指定法人として指定した

こと等が違法であると主張して、国および協会に対し、同社が支払った５年分の委託料

相当額の支払を求めた。これに対し、東京地方裁判所の平成２０年５月２１日の判決は、

容器包装リサイクル法が、ＥＣ各国における環境法制において具体化された拡大生産者

責任をわが国においても法制化したものであり、立法目的と合理的な関連性のある規制

をしていると判断した。 
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判決の結論は裁判の結論としては確定しているものであるが、このような訴訟を提起

されたこと自体に、拡大生産者責任の考え方が、商品を製造ないし販売した者がその商

品の後のリサイクルを行う責任を負うことを事業者に納得させていないきらいがあるこ

とを示していると考えられる。 

  

３ 使用済みの商品を再生利用していく適性を有する者 

拡大生産者責任は、他のリサイクル法よりも容器包装リサイクル法に顕著に現れる考

え方であるが、拡大生産者責任の法理を再検討する必要がある。 

 商品の製造・販売者は、売買契約上の義務を履行すれば、契約上負う債務は消滅する。

売買契約により、商品の所有者は消費者に移転しているのに、なお商品の製造・販売者

が商品について責任を負い続けるのは例外的である。例外としてあるのは、商品の製造

者ないし販売者が売却後の商品のアフターケアとして、その商品の補修を行う場合があ

る。商品の製造者ないし販売者が販売した製品の修理を行うのは、その商品の製造・販

売者としてその商品に知悉し、その商品の補修を行う適性を有しているからである。そ

して、売却後の商品のアフターケアを行うには、商品の販売時において契約で販売した

製品の修理を行うことが規定されているからである。 

このことを参考に、商品の製造・販売者が、使用済みの商品についてリサイクルを行

う適性を有しているのは、その商品の性状から、商品の製造・販売者にリサイクルを行

う適性がある場合である。商品の製造・販売者は、その商品の製造・販売に必要な物質

を、自然界から人間界へ、製品の原料として持ってくることが必要だと判断し、その物

質を利用しているのであり、商品の製造・販売者は、商品の内容、製造工程を知悉し、

商品に含まれる成分、部品ないし製品そのものを再利用していく能力が、他の者よりも

高いであろうと考えられる。 

したがって、商品の製造・販売者がリサイクルを行うべき場合とは、使用の終わった

製品を、製造事業者の手元に戻し、製造事業者に、使用の終わった製品に含まれる成分、

部品ないし製品そのものを再利用し、商品を構成する物質を人間界で環境負荷を与えな

い形で再利用していく適性を有している場合と考えられる。 

商品の製造・販売者にリサイクルを行うべき場合として、使用の終わった製品を、製

造事業者の手元に戻し、製造事業者に、使用の終わった製品に含まれる成分、部品ない

し製品を再生利用していくことを促していくことを制度化しているのは、特定家庭用機

器再商品化法（家電リサイクル法）、使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リ

サイクル法）である。これらのリサイクル法は、「事業者への回収・リサイクルの担わせ

方」として、事業者に回収・リサイクルを行うのにかかる費用を負担させるのではなく

（それは消費者が負担する）、商品の特性から事業者がリサイクルを行う適性を有してい

る場合において、回収・リサイクルを事業者自らの責任で実施するようにさせているも

のである。これらの法律においては、関係者の不満が少なく、安定した制度運営が行わ
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れている。 

このことは、他のリサイクル法でも同様の考え方をとるべきであることを示している

と考えられる。この場合、リサイクルを行うべき者とリサイクルの費用の負担を行うべ

き者とは別の議論である。一般廃棄物については市町村の責任による処理とされている

ところ、一般廃棄物となるものをリサイクルしていくのであるとき、容器包装の製造事

業者による、使用の終わった製品に含まれる成分、部品ないし製品を再利用していくこ

とを求めるものであるときに、リサイクルの費用を負担すべき者は誰かとして議論され

るべきと考えられる。 

 

第３ 汚染者負担の原則という議論の持つ問題 

１ 経済学的な政策論議を法制度とすることの問題 

「拡大生産者責任」は、環境法で最も有名な「汚染者負担の原則」の「汚染者」を「生

産者」に置き換えて作られたものであるが、以上のとおりの「拡大生産者責任」の議論

に問題があることは、同様に経済学的な政策論議を法制度としている「汚染者負担の原

則」にも、問題を生じている。 

 

２ ＯＥＣＤの勧告した汚染者負担の原則 

汚染者負担の原則（ｐｏｌｌｕｔｅｒ ｐａｙｓ ｐｒｉｎｃｉｐｌｅ）とは、受容

可能な状態に環境を保持するための汚染防止費用は汚染者が負担すべきであるとの原則

である。 

汚染者負担の原則は、ピグーが提唱した厚生経済学の議論として、汚染による社会損

害に等しい額の税を汚染の生産者にかけることによって、汚染のもたらす外部不経済が

内部化され、資源の最適配分が実現されるという主張を基にしている。 

ピグーが提唱した厚生経済学の議論の難点は、汚染による社会損害が客観的に測定し

うることを前提とすることである。問題は、環境汚染の金銭評価は、汚染の完全な除去

に要する費用だとすると、環境を汚染することは多くの場合、お盆から水をこぼすよう

なものであり、事後的に汚染を完全に除去するのは不可能であり、したがって、環境汚

染の客観的な金銭評価も不可能である点にある。 

汚染の金銭評価が事実上不可能という難点を乗り越えるため、ＯＥＣＤは、汚染者負

担の範囲を縮小して、事業者の事業活動により生じた環境汚染への対策として政府が支

出した費用（汚染防除費用）についてのみ、汚染者に負担させる原則として「汚染者負

担の原則」を作った。 

ＯＥＣＤ理事会は各国に汚染者負担の原則の採用を勧告したが、その内容は、①受容

可能な状態に環境を保つために、行政当局により決められた汚染の防除措置の実施費用

については、汚染者が直接的な負担者として支払うべきであり、公費によって負担すべ

きではない ②国際貿易や国際投資において歪みを生じさせないために、汚染防止の費
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用について政府が補助金を交付することを禁止する、というものであった。 

 

３ 我が国における汚染者負担の原則の受容 

我が国においては、汚染者負担の原則は、ＯＥＣＤの定義よりも拡張して正当化され、

例えば、「公害に関する費用負担の今後のあり方について」（中央公害対策審議会費用負

担部会答申、昭和５１年３月１０日）は次のとおり述べている。 

「公害に関する費用は、汚染を防止するための費用（汚染防除費用）、環境復元費用、

被害救済費用の三種からなるが、このうちＯＥＣＤは、主として汚染防除費用の原因者

負担を言っているが、我が国では、深刻な公害の経験に基づき、環境復元費用や被害救

済費用についても汚染者負担の考え方が取り入れられている。汚染を発生させる者は今

現在において汚染防除に最善を尽くすことはもとより、過去において汚染発生に関与し

ているときにも原則としてその責任を免れないのであるから、蓄積性汚染を除去するた

めの環境復元費用、被害救済費用についても基本的に汚染者が負担すべきである。」 

我が国では、ＯＥＣＤの汚染者負担の原則を法制度としたものとして、公共団体が行

う公害防止事業の費用負担を原因者にさせる制度として、公害防止事業費事業者負担法

が作られている。 

そして我が国ではこれに加え、環境の保全上の支障を防止するための経済的措置とし

て、環境への負荷を生じさせる活動等に経済的負担を課する制度として、国が汚染者か

ら金銭を徴収し、これを原資として汚染の被害者に療養費用を給付する公害健康被害補

償制度が作られている。そのほか、産業廃棄物の処理責任が排出事業者にあるとされて

いることや不法投棄者に対する廃棄物の除去命令（廃掃法）、地下水汚染者に対する原状

回復命令（水質汚濁防止法）や、土壌汚染の原因者に対する汚染の除去等の措置命令（土

壌汚染対策法）の制度などが、汚染者負担の原則によるものとして制度化されていると

言われる。 

更に、汚染者負担の原則に則った税制度による地球温暖化防止対策として、石油・天

然ガス・石炭といったすべての化石燃料の利用に対し、環境負荷（Ｃ０２排出量）に応

じて課税する「地球温暖化対策のための税」が設けられている。 

 

４ 汚染者負担の原則の不法行為責任との類似 

ピグーが提唱した形での、汚染を防止するための費用（汚染防除費用）、環境復元費用、

被害救済費用までを含めた汚染者負担の原則は、経済学的な議論であるため、現実の政

策決定をするのに際して、負担を課す政策の正当性を実証することが不可能であるとい

う問題がある。 

それにもかかわらず、汚染者負担の原則がさまざまな環境法制度の根拠となっている

のは、汚染者負担の原則により汚染者に責任を負わせるのは、法律上の不法行為責任と

類似するので、正義の観念に合致すると考えられるからである。 
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しかし、法概念である「不法行為」の損害賠償責任が成立するためには、行為、故意

過失、違法性、因果関係という厳格な法律上の要件が充足されることが必要である。汚

染者負担の原則は、このような不法行為責任の厳密な概念付けを欠いている。このため、

汚染者負担の原則を立法理由としている法制度は、法の一般原則と言える不法行為責任

から見れば、無限定な責任の拡大を生じるおそれがある。 

責任の拡大が生じてしまうおそれがあることを、自動車が排出するガスによる大気汚

染を例にとり説明する。自動車の排出するガスによる大気汚染という結果と因果関係の

ある原因行為を行う者として、自動車を運転した人、自動車の所有者、自動車を走行さ

せた道路の管理者、自動車を走行させた道路の設置者、自動車を製造した会社、自動車

のエンジンを製造した会社、自動車の燃料を製造した会社、自動車の燃料の原料たる石

油を輸入した会社、自動車の構造、燃料についての規制を行っている国などは、すべて

原因行為者に入ってしまう。 

これらすべての者が自動車による大気汚染の原因者と言い得るところ、汚染者負担の

原則の名の下に、行政が裁量的に大気汚染の責任を担う者を選んで、行政命令の対象と

することは、正当とは言えない。汚染者負担の原則を法制度の根拠とするときには、責

任を負わせる者を、法理論により適切に限定することが必要である。 

 

５ 汚染者負担の原則適用のための公法上の違法性の要件 

汚染者に汚染除去の責任を負わせるかどうか問題となるとき、自己の行為によって生

じた結果を是正する責任を負わせることは、自分のした行為の償いを求めることである。

自分のした行為の償いが求められる根拠は、汚染行為をしたことが社会的非難に値する

違法行為をしたことにある。 

違法性としては、私的な権利を侵害したことに対する私法上の救済（差止請求や損害

賠償責任）のためには、個人の主観的な権利の侵害ないし侵害のおそれを生じさせた私

法上の違法性が要件となるが、汚染者負担の原則に基づき行政命令を発出することは、

権利が実際に侵害されるのを防止することを目的とするので、不特定の者の権利を侵害

し又は侵害のおそれを生じさせたという公法上の違法性があることが要件となる。 

すなわち、汚染者負担の原則を根拠とする行政法規（公法）における行政命令の要件

として、命令を受ける者が、公衆の法益を侵害し又は侵害するおそれを生じさせた違法

性が必要である。 

このことは汚染者負担の原則を根拠とする行政法規の規定上明らかである。 

生活環境を害する行為をした者に対する行政命令の第一の例として、廃掃法 19 条の

５等の不法投棄者に対する廃棄物の除去命令の要件として、生活環境の保全上支障が生

じ、または生ずるおそれがあると認められることが要件とされている。第二の例として、

土壌汚染対策法7条の汚染行為者に対する汚染の除去等の措置命令や水質汚濁防止法14

条の３の地下水の浄化に係る措置命令の要件として、人の健康にかかる被害が生じ、又
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は生じるおそれがあると認めるときを要件としている。 

このように、汚染者負担の原則に基づき、生活環境を害する行為をした者に対して、

行政命令を出すときは、法制度は、汚染者に公衆の権利の侵害ないし侵害のおそれがあ

る行為をしたことを要件としているのである。 

以上から、汚染の除去の命令措置が規定されている法規定につき、公法上の違法性と

して公衆への損害を与え又は与える危険を生じさせたことが要件となることが結論され

る。 

このことからは、汚染者負担の原則に基づくと言われる、産業廃棄物の排出者が廃棄

物の処理責任を負う廃掃法の規定は、汚染者負担の原則に基づくものでないことが明ら

かとなる。というのは、事業活動において物を消費した結果、生じた不要物が産業廃棄

物となること自体には、公衆への損害を与え又は与える危険を生じさせたという公法上

の違法性はないからである。 

廃掃法の産業廃棄物の排出者責任の規定は、汚染者負担の原則によるものではなく、

事業者が所有物等につき不要物を生じたので、これを自己の責任で処理する必要がある

という廃棄物についての所有者責任と考えるべきである。 

 

第４ SDGsとしての土壌汚染の除去等の責任 

１ 事業者の土壌汚染地についての対応の必要性 

第３で述べたとおり、公法上汚染者に汚染除去の負担を負わせるかどうか問題となる

とき、行為を原因として不特定多数の人の法益を侵害し又は侵害するおそれを生じさせ

たときに、汚染者に汚染除去の負担を負わせるべきこととされている。 

この結論からは、自己の土地の土壌を汚染する行為についても、公衆の権利の侵害な

いし侵害のおそれを生じている違法性を生じているとき、違法性を解消するためには、

汚染者は汚染の除去等をすべき義務がある。 

土壌汚染については、土壌汚染対策法により一定の場合に汚染の除去等の命令が都道

府県知事から発出されることが規定されているが、命令が発出される場合にあたらなく

ても、企業が事業活動を営むことにより、自己の事業に利用されている土地の土壌を汚

染してしまい、企業がそのことを知っていても何ら対策を講じることはなく、人への健

康被害を生じることをおそれて土地への立入りを禁止するなどして、土地を死蔵してい

るケースがあると疑われる。 

このような事態は、国土の利用のあり方として許容されるものではなく、SDGsとし

て企業が取り組むべき課題として、企業が事業活動を行ってきた土地について事業活動

の結果としての自己所有地を土壌汚染したことにより、不特定多数の人の健康を害する

おそれを生じているときは、土壌汚染対策を実施して、公衆の健康を害するおそれを解

消していくべきである。 
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２ 土壌汚染対策法上の汚染の除去等の措置を講ずべき場合 

土壌汚染について、土壌汚染対策法により汚染の除去等の命令が都道府県知事から発

出される場合が、どのように限定されているかについて説明する。 

土壌汚染対策法は、土壌の汚染状況の調査により、汚染状態が基準を超え、人の健康

に係る被害が生じ又は生じるおそれがあることが判明したとき、当該土地につき、都道

府県知事が汚染原因者又は土地所有者に対し、リスクの内容に応じて汚染の除去等の措

置（浄化、汚染土壌の封じ込め、舗装、覆土、立入制限等）を命じる。 

このように、命令の前提として、土壌の汚染状況の調査が必要であるが、土壌汚染状

況調査が行われるのは、次の３つの場合に限られる。 

１ 有害物質を使用している工場や研究施設などが事業を休止して一定目的の土地の使

用を廃止したとき 

２ 土地の掘削など土地の形質の変更を３０００㎡以上行おうとするときで、過去の土

地利用等などから汚染のおそれが認められるとき 

３ 地下水のモニタリングにより汚染を発見した場合など土壌汚染により人の健康に係

る被害が生ずるおそれがあると認められるとき 

 

３ 公法上の違法性があるときの土壌汚染の除去等の実施責任 

 上記の３つの場合に該当しない土地については、土壌汚染対策法に基づく土壌の汚染

状況の調査は実施されず、土壌汚染対策法により汚染の除去等の命令が都道府県知事か

ら発出されることはない。 

しかし、上記の３つの場合に該当して土壌の汚染状況の調査の結果、汚染状態が基準

を超えていて、人の健康に係る被害が生じ又は生じるおそれを生じさせていて汚染の除

去等の措置を行うよう命ぜられるのは、公衆の権利の侵害ないし侵害のおそれを生じさ

せたという違法性のある行為を行ったからである。 

そして、上記の３つの場合に該当しないため、土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況

調査が実施されず、汚染の除去等の措置を行うよう命じられない場合でも、自社が事業

活動を行ってきた土地について事業活動の結果としての土壌を汚染したことにより、人

の健康に係る被害が生じ、又は生じるおそれを作り出すことがある。公衆の健康に係る

被害が生じ、又は生じるおそれを作り出したことは、公衆の権利の侵害ないし侵害のお

それを作り出した違法性がある。 

したがって、事業者が事業活動を行ってきた結果としての所有地の土壌を汚染したこ

とにより、その土地が人の健康にかかる被害を生じまたは生じるおそれを作り出したと

き、土壌汚染行為の違法性を解消するために、汚染者は、自ら汚染の除去等を行うべき

である。 

 

４ 例示として東京都中央卸売市場豊洲市場の土地についての汚染者の汚染除去等の実施
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責任 

上記の汚染者の汚染除去等の実施責任の例として、豊洲市場の土地についての汚染者

の汚染除去等の実施責任を取り上げる。 

東京都は、豊洲市場となる都有地の土壌から、ヒ素、ベンゼン、シアン化合物などの有

毒物質が土壌環境基準を上回って検出されたことを受け、同土地を土壌汚染対策法１１

条１項の形質変更時要届出区域に指定するとともに、卸売市場の用地として土地使用が

できる状態にするため、同土地に対して、６００億円以上をかけて汚染土壌の封じ込め

（コンクリート壁で遮断すること）を行った。 

同土地が、ヒ素、ベンゼン、シアン化合物などによって汚染されたのは、前土地所有

者であるガス会社が、昭和５０年頃まで石炭から都市ガスを製造する過程において、石

炭を高熱で熱する際に生ずる副産物が土壌に浸透することによって土壌中にヒ素、ベン

ゼン、シアン化合物などが蓄積したことが原因である。 

当該土地は東京都が買い受けた後、土壌汚染対策法の形質変更時要届出区域に指定さ

れた。この指定は、土地に人が立ち入るとシアン化合物等による汚染により人の健康に

係る被害が生じ又は生じるおそれを生じ、また土地から地下水を取水すればベンゼン等

による汚染により人の健康に係る被害が生じ又は生じるおそれを生じたためである。 

形質変更時要届出区域に指定される土地は、土壌汚染対策法が規定する基準値を超え

た汚染状態にあるが、土地所有者の従業員以外が土地に立入らないよう管理し、また、

地下水を取水しなければ、汚染除去等の措置を実施するよう命令を出す必要がないと制

度上整理されている。  

したがって、当該土地は、汚染の除去等の措置命令を発出すべき土地に該当しないた

め、東京都は、汚染者に汚染の除去等を命じることなく、自主的に汚染土壌の封じ込め

を行って、人の健康被害を生じるおそれがなくなるように措置を講じた。 

しかしながら、形質変更時要届出区域に指定された土地に、従業員以外の人が土地に

未来永劫立ち入ることがないよう管理を継続することは不可能なのであり、当該土地は、

人が立ち入って健康被害を生じるおそれがある土地であると評価されるものである。そ

れにもかかわらず、事業者が当該土地を人の健康に被害を生じるおそれがある状態にし

ておきながら、その状態のまま土地を存置させていたことは、土地管理権の濫用という

べきである。 

自己の所有地を汚染して、不特定多数の人の法益侵害のおそれを作り出した事業者は、

汚染の除去等をすべきであったにもかかわらず、汚染されたままの土地を売却し、買い

受けた東京都が同土地の汚染の除去等をしたことは、汚染者負担の原則から見て適切と

は言えない。 

 

５ まとめ 

事業者が事業活動を営むことにより、自己の事業に利用されている土地の土壌を汚染
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してしまい、そのことを知っていても何ら対策を講じることはなく、人への健康被害を

生じることをおそれて土地への立入りを禁止するなどして土地を保有し続けているケー

スは豊洲市場となった土地のほかにもあると考えられる。 

このことからは、事業者が事業活動を行ってきた土地について事業活動の結果として

の自己所有地を土壌汚染したことにより、不特定多数の人の法益を侵害するおそれがあ

るときは、土壌汚染対策を実施することは、SDGs として事業者が取り組むべき課題で

ある。 


